「小規模事業所用消防計画作成例」（飲食店）
（統括防火管理者の選任が必要となる防火対象物の「小規模事業所の消防計画作成例」）

１　目的と適用範囲
（１）この計画は、消防法第８条第１項及び消防法第８条の２第１項並びに（　　建物名　　）の建物全体についての消防計画に基づき（　　事業所名　　）の防火管理について必要な事項を定め、火災予防及び火災、地震、その他の災害等による人命の安全、被害の軽減を図ることを目的とする。
（２）この計画に定めた事項については、次のものに適用する。
ア　（　　事業所名　　）の管理権原の及ぶ範囲（別図１の部分）に勤務し、出入りするすべての者
▲　イ　防火管理業務を受託している者
　　（▲は、該当する場合に作成する文等、以下同じ。）

２　管理権原者及び防火管理者の責務
1. 管理権原者の責務
　　ア　管理権原者は○○　〇〇とし、防火管理業務についてすべての責任をもつ。
　　イ　管理権原者は、（　　建物名　　）の管理権原者間の協議により統括防火管理者を選任すること及び建物全体についての消防計画を遵守すること。
　▲　管理権原者は、協議会構成員として、協議会の定める事項を遵守し、建物全体について安全性を高めるよう努めなければならない。
　　ウ　管理権原者は、管理的又は監督的な立場にあり、かつ、防火管理業務を適正に遂行できる防火管理者を選任する。
　　エ　管理権原者は、防火管理者が消防計画を作成（変更）する場合は、建物全体の災害想定に基づく対応など、必要な指示を与えなければならない。
　　オ　管理権原者は、防火上の建築構造の不備や消防用設備等・特殊消防用設備等の不備・欠陥が発見された場合は、速やかに改修しなければならない。
（２）防火管理者の責務
　　ア　消防計画の作成（変更）
　　イ　消火、通報、避難誘導などの訓練の実施
　　ウ　火災予防上の自主検査等の監督
　　エ　自衛消防の組織の編成
オ　防火管理上必要な教育の実施
カ　占有部分の防火に関する法定点検の立会い
　キ　建物全体についての消防計画に定める事項の遵守
　ク　統括防火管理者指示事項の遵守及び報告
　　ケ　消防機関への各種届出、点検、整備の実施、連絡及びこれら書類の防火管理維持台帳への編冊、整理・保管
コ　収容人員の適正管理
サ　その他防火管理上必要な事項
３　火災予防
（１）従業員は、火気管理、出火防止、この計画及び建物全体についての消防計画を遵守し、火災予防を行うものとする。
（２）廊下、避難階段、避難口、避難通路等には、避難障害となる物品を置かないこと。
（３）防火管理業務を確実に実行するため、防火担当責任者及び火元責任者を定め、次の防火管理業務を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　編成と任務
	
	　担　当
	　　任　務　内　容

	防火担当責任者
	○○　○○
	①火元責任者に対する業務の指導及び監督
②防火管理者の補助

	火元責任者
	□□　□□
△△　△△
	①火気管理、避難設備等の維持管理
②防火担当責任者の補助


注：従業員数等により、火元責任者のみとすることや同一人が防火担当責任者及び
火元責任者を兼任できる。
（４）火災予防上の自主検査（日常・定期）は、別表１「自主検査チェック表（日常）」、別表２「火気設備器具及び防火対象物等の自主検査チェック表」（定期）に基づき実施する。
（５）消防用設備等・特殊消防用設備等の自主点検は、別表３「消防用設備等自主点検チェック表」に基づき、〇〇　〇〇が実施する。
（６）検査及び点検結果は、防火管理者が管理権原者及び統括防火管理者に報告する。

４　消防機関等への報告・連絡事項
（１）消防機関へ報告、連絡する事項
	種別
	届出等の時期
	届出者等

	防火管理者選任（解任）届出
	防火管理者を定めたとき、又はこれを解任したとき
	管理権原者

	消防計画作成（変更）届出
	　消防計画を作成したとき、又は次の事項を変更したとき
ア　管理権原者又は防火管理者の変更
イ　自衛消防の組織の大幅な変更
ウ　用途の変更、増築、改築、模様替えによる消防用設備等・特殊消防用設備等の点検・整備、避難施設の維持管理及び防火上の構造の維持管理に関する事項の変更
エ　防火管理業務の一部委託に関する事項の変更
	防火管理者

	訓練実施の通報
	　自衛消防訓練を実施するとき
	防火管理者

	消防用設備等・特殊消防用設備等点検結果報告
	　○年に１回（総合点検終了後の消防用設備等・特殊消防用設備等点検結果報告書）
機器点検　〇月、　総合点検　〇月
※特殊消防用設備等の点検は、その設置維持計画に基づき実施し、報告する。
	防火管理者の確認を受けた後に報告する。

	▲防火対象物定期点検結果報告
	1年に１回
	管理権原者

	▲消防用設備等・特殊消防用設備等の設置届出
	　　
	関係者

	その他
	
	

	（２）防火管理者へ報告・連絡する事項

	種別
	実施時期
	届出者等

	自主検査（日常・定期）
	（日常）毎日　　　　（定期）○月　○月
	〇〇　〇〇

	自主点検
	○月と○月の年２回
	〇〇　〇〇

	（３）防火管理維持台帳の編冊、整理及び保管
　　　管理権原者は、消防機関へ報告した書類及び防火管理業務の実施結果及び必要な書類等を取りまとめて防火管理維持台帳に編冊、整理及び保管する。



５　工事中の安全対策
（１）防火管理者は、工事を行う時は、事前に統括防火管理者の確認を受けるとともに、必要に応じて「工事中の消防計画」を消防機関に届け出る。
（２）防火管理者は、工事中必要に応じ防火上の安全対策を確認する。

６　放火防止対策
　　防火管理者は、店舗内外の整理整頓及び物置、倉庫棟の施錠管理の徹底等放火されない環境づくりを行う。

７　収容人員の管理
　　防火管理者は、混雑が予想される場合は、掲示板、案内板等により収容人員を規制する。

８　災害活動
（１）火災発生時の活動
　ア　防火管理者は、（　　事業所　　）の店内で火災が発生した場合は、次の自衛消防の組織により通報、初期消火、避難誘導の初期対応を行う。
　　（ア）自衛消防の組織
通報連絡担当　（●●　●●）
初期消火担当　（●●　●●）
避難誘導担当　（●●　●●）



自衛消防隊長
●●　●●


（イ）任務分担
	　　任務担当
	　　　　任　務　内　容

	自衛消防隊長
	・各隊員に対する指揮、命令
・被害状況及び在館者の状況把握

	通報連絡担当
	・１１９番通報、関係者への連絡

	初期消火担当
	・消火器・屋内消火栓等による初期消火

	避難誘導担当
	・メガホンや誘導旗等による避難誘導


イ　（　　事業所　　）の店外で火災が発生した場合は、建物全体についての消防計画に定める「○○ビル共同の自衛消防の組織」に基づき行動する。
（２）地震時の活動
　　地震時の活動組織は、火災時の自衛消防の組織とし、次の事項を行う。
ア　身の安全確保
　　イ　出火防止と初期消火
　　ウ　被害状況の把握
　　エ　安全な場所の指示と（○○○○）への避難誘導
　　オ　建物全体についての消防計画に定める「○○ビル共同の自衛消防の組織」に基づき行動する。
カ　その他必要な事項

1. 警戒宣言等が発令された場合　　　　　
　　建物全体についての消防計画に定める事項によるほか、次によるもののとする。
ア　火気の使用中止
イ　初期消火器具等の準備
ウ　非常用持ち出し品等の準備
エ　地域防災計画に定める事項
オ　その他必要な事項

９　教育・訓練
（１）管理権原者及び防火管理者は、防火に関するセミナー等及び建物全体についての消防計画に定める教育・訓練等に参加する。
（２）管理権原者及び防火管理者は、従業員の防火意識の高揚と自衛消防活動能力の向上のための教育・訓練を次のア、イにより行うほか、訓練については、別図２及び別図３に基づき行うものとする。
　　　なお、訓練を実施する場合は、事前に消防機関に通報するものとする。
　　ア　教育の実施時期
	対象者
	実施時期
	教育の内容

	全従業員
	○月、○月

＊新入社員は、その都度施する。
	・消防計画の周知徹底
・火災予防上の遵守事項
・従業員各自の任務と活動
・消火器等の消防用設備等の使用方法
・その他防火管理上必要な事項



イ　訓練の実施時期
	訓練種別
	実施時期
	訓練内容

	総合訓練
	1. 月、○　月
	・初期消火、通報連絡、避難誘導の要領

	
部分訓練

	初期消火
	○　月、○　月
	・消火器、屋内消火栓等の取扱い要領

	
	通報連絡
	○　月、○　月
	・消防機関への通報要領及び関係者への連絡要領

	
	避難誘導
	○　月、○　月
	・避難誘導要領
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